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問い合せ先植村建設株式会社

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
3DMCバックホウ×遠隔操縦技術×衛星通信×広域Wi-Fiを統合し、携帯不感
地でも高精度な「超遠隔施工」を成立させた。2017年から運用してきた移動
オフィス車両に、2022年に民間衛星通信サービスを搭載した。2023年5月には
3DMCバックホウへ後付け可能な遠隔操縦システムを導入し、広域Wi-Fiアン
テナにより半径300mの通信圏を確保した。衛星通信とローカル無線の組合せに
より回線制約を低減し、試験施工で±2cmの整形精度を達成した。操作装置には
市販ゲームパッドを採用し、直感的で習熟しやすい操作体系を実現した。2023年
に自社実証フィールド「UNiCON FIELD」を開設し、2023年度120名、2024年
度210名、2025年度は300名以上を受け入れた。自治体（北海道新十津川町）と
応急対応包括協定を締結し、衛星通信を用いた初動対応体制を構築した。

２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
民間衛星通信サービスを活用した遠隔施工パッケージを2023年度から提案

し、展示・実演を通じて市場認知を拡大した。2024年の国際建設測量展
(CSPI-EXPO)では幕張メッセから北海道の無人建機を約900km遠隔操作する
公開実演に成功した。2025年の建設技術展では大阪の会場から約1,150kmの
遠隔操作体験会を実施し、4日間で110名が体験した。国土交通省の現場検証へ
参画し、さらに2025年度の国交省工事で遠隔による掘削・運搬作業を実施して
実工事適用を実証した。安全面ではベンチャー企業と協働し、ショベルカー接近
警報AI（WEBカメラ自動制御・自動追尾を含む）を開発し、省人化と危険低減の
両立を図った。これらの取り組みはテレビ放送および建設業界紙の特集で紹介さ
れ、日本建設機械施工協会「日本建設機械施工大賞（地域賞）最優秀賞」および
令和7年度インフラDX大賞（i-Construction・インフラDX推進コンソーシアム
会員の取組部門）優秀賞の受賞につながった。

３．経済・社会の高度化への貢献
　宇宙通信を社会実装し、地方における人材不足・高齢化が進む建設生産の
持続性向上に資するモデルを提示した。携帯不感地での安定通信により、危険
箇所・災害現場で「人が近づかない施工」を選択可能とし、初動の迅速化と安全
性向上に寄与した。自治体協定に基づく防災訓練等を通じて、衛星通信を含む
通信確保を前提とした運用手順を具体化した。2026年度からは鳥インフルエン
ザ対応に通信技術を活用し、将来的な無人化を目指す協議を自治体とはじめる。

４．技術への貢献
従来、遠隔操縦は映像伝送の安定確保を目的に専用回線が必須となり高コス

ト化し、携帯不感地では通信品質を確保できず運用が困難であった。重機用専用
コントローラは高額で、操作習熟にも時間を要した。本技術では民間衛星通信
サービスと広域Wi-Fiを組み合わせ、現場側の通信確保を簡素化した。市販ゲー
ムパッド採用により操作系を低コスト化し、3DMCバックホウと統合することで
遠隔での高精度施工（±2cm）を実証した。地方建設業でも導入可能な「低コスト
×高精度×不感地対応」の普及性を示した。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
　UNiCON FIELDでの見学・研修、6か月間インターンシップ、大学連携を通じ
て、宇宙通信×遠隔施工を学びと体験に落とし込んだ。毎年の防災体験会では、
小中高生等300名以上へ衛星通信を活用した建設防災技術を紹介し、「ゲーム
コントローラで建機を動かす」体験を通じて理解促進を図った。能登半島地震で
被災した親子27名の見学会も実施し、社会課題に直結する技術としての認知を
高めた。加えて、運輸デジタルビジネス協議会 (TDBC)へ参画し、e建機®チャレン
ジの開催を通じた業界課題解決と人材の裾野拡大を推進している。今後は複
数地域の連携による災害対応パッケージ事業を推進し、宇宙通信の社会実装を
加速する方針である。

衛星通信を活用した遠隔施工と
教育支援による宇宙利用モデル

国土交通大臣賞

植村建設株式会社　山本 雅

　バックホウに遠隔操縦システムを後付し、全国どこからでも操作可能な高精度な遠隔施工技術と、衛星通信を搭載した移動型オフィス車の
両方を組み合わせて技術を融合することで、通信が確保しづらく、危険を伴う災害時の現場施工に大きく貢献できるものと期待できる。
　学生・若手技術者への研修や、宇宙通信を活用した新しい働き方の体験を提供する等、人材育成に精力的に取組んでいる点は、高く評価できる。
　民間衛星通信サービスや市販ゲームコントローラ等を活用し、遠隔施工を簡易に実現するとともに、学生等にも広く紹介する等人材教育にも
取り組んでいる点は、高く評価できる。

　当社は3DMCバックホウ(3次元制御で作業を支援できる油圧ショベル)に遠隔
操縦システムを後付けし、携帯回線と市販ゲームパッドで全国どこからでも高精度
施工を実現した。さらに民間衛星通信サービスを搭載した移動型オフィス車を開発
し、災害時の道路啓開や無人施工に活用。自社の実証実験場(UNiCON FIELD)
において、学生等300名以上を受け入れ教育にも貢献した。宇宙通信技術を社会イン
フラに応用し、人材不足と地域防災力強化に寄与する革新的モデルである。 3DMCバックホウ＋遠隔操縦技術＋衛星通信技術の統合 ©UNiCON

自然由来カーボンクレジットの
MRVソリューションの提供

株式会社Archeda

環境大臣賞

株式会社Archeda

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
カーボンクレジット市場の拡大に伴い、信頼性の高いクレジット創出が求められ
ているが、従来手法は人的・コスト面で限界があり、衛星データも専門性の高さ
からカーボンプロジェクトの開発者にとって扱いづらいという課題があった。本取
組では、衛星データを活用したMRVソリューションを開発し、データ提供から解析
までを一貫して支援することで、クレジット創出プロセスの簡易化・効率化を目指
す。これにより、より多くの開発者が衛星データを活用し、透明性・信頼性の高い
クレジットを発行できるようになる。本取組は、衛星データの利用を、カーボンクレ
ジットという新たな金融・社会インフラへ拡張するものであり、衛星データの経済
的価値を革新的に高める挑戦である。
2027年度に25件、2030年度に240件（世界シェア2％）のプロジェクト創出
支援と、年間約670万tのCO₂削減に貢献することを目指す。

２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
現時点で日本以外に、フィリピン、ベトナム、インドネシア、カンボジア、ラオス等
のアジア各国における5カ国で累計9つの自然由来カーボンプロジェクトを支援し
ており、プロジェクトの種類は、ARR（植林）、REDD+（森林保全）、AWD（間断
灌漑）、マングローブ再生など多岐にわたる。創業以来、衛星データを活用した
MRVソリューション需要は高まっており、今期の売上高は、２年連続となる前年比
約250%の成長を見込む。また、アジアの政府機関や現地大学との連携を進め、
MoU締結を通じて現地パートナーとの協力関係を強化している。今後も、衛星
データを活用したMRVソリューションの社会実装を進め、日本発の技術を海外に
展開することで、宇宙開発利用市場の拡大に貢献していく。

３．経済・社会の高度化への貢献
　本取組は、衛星データを活用し、国内カーボンクレジット市場の高度化に資する
ものである。カーボンプロジェクト開発におけるプロジェクト地選定や、モニタリン
グにおけるコストと信頼性の確保という課題を、衛星データを利用したMRV
ソリューションによって解消を目指す。これによって、従来は衛星データを十分に
活用できなかった事業者に、科学的根拠に基づいたモニタリングを低コストで
提供でき、透明性の高い健全なカーボンクレジット市場の成長に貢献できる。

　既に地方自治体や研究機関との連携も進んでおり、京都府ZET-valleyプロ
ジェクトでは森林のCO₂吸収量調査を実施。日本経済新聞「NIKKEI GX」
（2025年7月）に「衛星で森林の地表まで観測クレジットの算定精度向上」として
掲載されるなど、社会的注目も高い。また、環境省ニーズ「AIを活用したClimate 
Tech」のテーマとしてNEDO SBIR推進プログラムに採択され、REDD+モニタリ
ング精度の向上に取り組んでいる。さらに経済産業省「グローバルサウス未来志
向型共創等事業費補助金」にも採択され、衛星データを基盤としたClimate 
Techとして期待されている。

４．技術への貢献
当社が開発しているMRVソリューションは、ARR・REDD+・AWD・ブルーカー
ボンなど多様なカーボンクレジット方法論に対応したモニタリング技術を基盤と
している。本技術は衛星データとAIや統計的手法により森林や農地等の変化を
分析するものであり、ベースラインや伐採リスク、AGB（森林炭素蓄積量）、水田
の湛水状況などを定量的に可視化でき、従来の手法に比べ、効率性（経済性）と
信頼性を向上させている。現在、東南アジアでの実証を進めており、6件の特許を
取得済み。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
　メディア掲載や国内外の登壇を通じ、衛星データがもたらす環境・経済価値を発
信することで、カーボンクレジットと持続可能な社会の理解増進に貢献している。
▼発表実績
　国連気候変動枠組条約締約国会議（COP29およびCOP30）、アジア・太平洋
地域宇宙機関会議（APRSAF-31）、日ASEANシンポジウム、JAXA地球観測
データ利用30年記念シンポジウムなど多数。
▼受賞歴・メディア掲載
・受賞歴:「エコテックグランプリ2023」フォーカスシステムズ賞、「earthkey 
pitch Award」最優秀賞、国際スタートアップイベント「RAMEN TECH 
2025」WeWork賞など多数。
・主要メディア: 週刊東洋経済「すごいベンチャー100」2024年版選出、日本経
済新聞「NIKKEI GX」、小学館「DIME」、釧路新聞他。

　衛星データを活用したMRVプラットフォームを開発し、データ提供から解析までを一貫して支援することで、クレジット創出プロセスを簡易
化・効率化した。これにより、より多くのカーボンプロジェクトの開発者が衛星データを活用し、透明性・信頼性の高いクレジットを発行できる
ようになったことは高く評価できる。
　これまでは、温室効果ガス監視といった気候変動現象解明にとどまっていた衛星利用を、カーボンクレジットという新たな金融・社会インフラ
等の領域まで拡張するものであり、環境行政上においても意義のある取組みである。

　Archedaは、衛星データとAI解析を活用し、森林・農地・マングローブ等の自然由来カー
ボンクレジット（ARR、REDD＋、AWD等）のMRV（測定・報告・検証）ソリューションを開発
している。プロジェクト地の適地探索から、PDD（プロジェクト設計書）作成に必要な解析、
モニタリングまでを一気通貫でサポートすることで、従来の現地調査や手作業による
カーボンクレジット開発者の負担を軽減する。これによりカーボンクレジット創出プロセスの
効率化と、クレジットの透明性・信頼性の向上に貢献している。 ©株式会社Archeda
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